
全

事業費　① 0 0 1,1

係

88 0 合計 1,188

4

,000 円
委託料 1

1

,188,000 円

7

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,188 0

職員人件費　② 0 0 2,700 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,888 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 市街地

平

・住環境
施策体系

施策

成

の内容 住環境の充実

目

３

　
　
　
的

　路上喫煙を

０

防止し、市民等の安心

年

、安全で

主
た
る
内
容

　

度

平成30年7月1日よ

評

り刈谷駅周辺を路上喫

価

煙
快適な生活環境を確

）

保する。 禁止区域に指

刈

定し、路上喫煙禁止区

谷

域に路面
標示等を行い

市

、禁止区域であること

事

を周知す
る。

位
置
づ
け

務

関連計画

根拠法令 刈谷

事

市路上喫煙の防止に関

業

する条例

対象者 市民等

評

、事業所 事業期間 平成

価

３０年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２８年度実

当

績 ２９年度実績 ３０年

部

度実績 ３１年度計画

　

産

　 ・路面標示　　22

業

箇所 　
　 　 ・壁面用シ

環

ール　50枚 　
　 　 　

境

　 　 　
　　　――――

部

――― 　　　――――

一

――― 　　　――――

般

―――

路上喫煙禁止区

会

域にて路面標示を行う

計

ことにより、禁止区域

路

とその特性を明確にし

上

、路上喫煙を防止した

喫

。

成果

課題

指標名称（

煙

単位）
実績値 目標値

２

禁

８年度 ２９年度 ３０年

止

度 ３１年度 ３年度

活動

区

路面標示（箇所） ― ―

域

22 ― ―
指標
活動 壁面

整

用シール（枚） ― ― 5

備

0 ― ―
指標

路上喫煙条

事

例制定市：
他市との ・

業

大府市：みんなで美し

担

いまちをつくる条例
比

当

較検証 ・安城市：さわ

課

やかマナーまちづくり

環

条例

境推進課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

８年度 ２９年度 ３０年

環

度 ３１年度 ３０年度

（

境

決算） （決算） （決算

保

） （予算） 事業費内訳



係

4 1 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

路上喫

平

煙防止事業において路

成

上喫煙の防止を推進す

３

るため
・法的業務

高い

１

に、区域内による路面

年

や壁面での標示やポス

度

ターによる啓
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

発をし、市民への意識

成

付けとして重要である

３

。
・市民生活上必要で

０

ある　など

路上喫煙の

年

防止をするにあたり、

度

路面標示を行うことに

評

よ
・コストの節減、費

価

用対効果
普通

り受動喫

）

煙の健康被害、吸い殻

刈

のポイ捨てによるごみ

谷

の散
効率性 ・執行体制

市

の効率性 乱防止に繋が

事

るため妥当であると考

務

える。
・手段の最適性

事

　など

条例に基づき路

業

上喫煙者への啓発とし

評

て行っているため、
・

価

市が主体となって実施

シ

する
普通

市が関与して

ー

いく必要がある。
妥当

ト

性 　べき事業であるか

（

・総合計画との整合性

様

　など

健康被害の防止

式

や環境美化に寄与して

２

おり、市民サービス

施

）

策への ・施策への貢献

会

度
普通

への効果も高い

計

と考える。
・目標達成

名

度
貢献度 ・市民サービ

担

スへの効果　など

今後

当

の方向性 □拡充　□現

部

状維持　□改善・効率

産

化　□縮小　□終期設

業

定　■休止・廃止

環境部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

般

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

会

評
　
価
　
∨

計
路上喫煙禁止区域整備事業

担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全



7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,839 2,012 合計 4,839,383 円
需用費 489,499 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 4,349,884 円

一般財源 0 0 4,839 2,012

職員人件費　② 0 0 3,858 4,644

総事業費（①＋②） 0 0 8,697 6,656

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 市街地・住環境

平

施策体系
施策の内容 住

成

環境の充実

目
　
　
　
的

３

　路上喫煙を防止し、

０

市民等の安心、安全で

年

主
た
る
内
容

　路上喫煙

度

禁止区域内での喫煙者

評

に対する指
快適な生活

価

環境を確保する。 導、

）

啓発を行うとともに、

刈

路上喫煙の防止及
び路

谷

上喫煙禁止区域につい

市

ての周知を行う。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

務

刈谷市路上喫煙の防止

事

に関する条例

対象者 市

業

民等、事業所 事業期間

評

平成３０年度 ～

実施方

価

法 □直営　■委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

２８年

担

度実績 ２９年度実績 ３

当

０年度実績 ３１年度計

部

画

　 　 ・パトロール日

産

数　　　311日・パ

業

トロール日数　155

環

日
　 　 ・啓発ポスター

境

掲示枚数
　 　 　　　　

部

　　　　　　　 91

一

枚
　 　 ・啓発チラシ配

般

布枚数
　　　――――

会

――― 　　　――――

計

――― 　　　　　　　

路

　　　3,999枚

刈

上

谷駅周辺における巡回

喫

・指導業務を委託実施

煙

することで、路上喫煙

防

による被害の防止を図

止

ることができた。

成果

事

月々による喫煙者数は

業

減少傾向にあるため、

担

今後も路上喫煙区域の

当

認知度を高め、喫煙マ

課

ナーの向上を図るよう

環

啓発を行

っていく必要

境

がある。
課題

指標名称

推

（単位）
実績値 目標値

進

２８年度 ２９年度 ３０

課

年度 ３１年度 ３年度

活

款

動 路上喫煙禁止区域内

項

の吸殻拾得本数　（本

目

/日） ― 108 80
指

担

標
活動 路上喫煙指導人

当

数（人） ― 686 50

係

0
指標

他市との
比較検

環

証

境保全係

4 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

路上喫煙は、周

平

囲の人の火傷や衣服の

成

焼け焦げの被害の危
・

３

法的業務
高い

険性、受

１

動喫煙による健康被害

年

、吸い殻のポイ捨てに

度

よる
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 ごみの散

平

乱につながるため、防

成

止に対する市民ニーズ

３

も高
・市民生活上必要

０

である　など い。

路上

年

喫煙の防止については

度

継続的な監視の必要性

評

があり、
・コストの節

価

減、費用対効果
普通

月

）

々の喫煙者数が減少傾

刈

向にあるため環境美化

谷

に繋がると
効率性 ・執

市

行体制の効率性 いう観

事

点から、路上喫煙防止

務

指導員の巡回日等につ

事

いては
・手段の最適性

業

　など 妥当であると考

評

えられる。

条例に基づ

価

き路上喫煙者への指導

シ

を行っているため、市

ー

が
・市が主体となって

ト

実施する
高い

関与して

（

いく必要がある。
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

・総合計画との整合性

２

　など

健康被害の防止

）

や環境美化に寄与して

会

おり、市民サービス

施

計

策への ・施策への貢献

名

度
高い

への効果も高い

担

と考える。
・目標達成

当

度
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

産

の方向性 □拡充　■現

業

状維持　□改善・効率

環

化　□縮小　□終期設

境

定　□休止・廃止

路上

部

喫煙防止指導員の監視

一

日数やルート等の見直

般

しを行いながら、より

会

効果的な推進をしてい

計

く。

路上喫

Ｃ
 
　

煙

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

防

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

止事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全係

4 1 7



4

参加者が有意義に感じ

1

た割合 100.0 10

7

0.0 100.0 ― ―
指標 （％）
活動 市民講座開催数（回） 3 2 2 ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 571 374 581 0 合計 581,431 円
報償費 44,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 204,681 円
委託料 330,000 円

一般財源 571 374 581 0 使用料及び賃借料 2,750 円

職員人件費　② 2,735 3,490 3,472 0

総事業費（①＋②） 3,306 3,864 4,053 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 循環型社会

平

・環境保全
施策体系

施

成

策の内容 循環型社会・

３

環境保全意識の高揚

目

０

　
　
　
的

　大学・ボラ

年

ンティア団体・市民と

度

協働して､

主
た
る
内
容

評

　大学との包括協定に

価

基づく連携事業におい

）

市内の動植物の生息状

刈

況を調査し、自然環境

谷

て、初期調査として市

市

民講座による市民参加

事

の現況や改変状況等を

務

総合的に把握すること

事

型の植物（主に在来種

業

）生息状況調査及び遺

評

で、自然環境及び生物

価

多様性の保全並びに市

シ

伝子解析を行う。
民啓

ー

発等の施策の立案を目

ト

指す。

位
置
づ
け

関連計

（

画 第2次刈谷市環境基

様

本計画

根拠法令 環境基

式

本法、生物多様性基本

１

法、あいち生物多様性

）

戦略2020

対象者 市

会

民 事業期間 平成２８年

計

度 ～

実施方法 ■直営　

名

■委託　□指定管理　

担

□補助・助成　□その

当

他

部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

２８年度実績 ２９

計

年度実績 ３０年度実績

自

３１年度計画

・植物調

然

査　      3回

環

・植物調査 ・植物講座

境

　     2回 　
　

基

　参加者　 延べ53

礎

人 　　参加者　 　 

調

14人 　　参加者　延

査

べ62人 　
　　報告数

事

　延べ182件 　　報

業

告数　 　156件　

担

・遺伝子解析調査 　
・

当

植物講座　     

課

 3回 ・植物講座　　

環

　 2回 　
　　参加者

境

　 延べ37人 　　参

推

加者　延べ31人 　　

進

　―――――――
・遺

課

伝子解析調査 ・遺伝子

款

解析調査

　市内におけ

項

る植物の分布状況を把

目

握することができた。

担

成果

　市民参加による

当

植物調査は報告件数が

係

少ないため、調査の方

環

法を見直す必要がある

境

。

課題

指標名称（単位

保

）
実績値 目標値

２８年

全

度 ２９年度 ３０年度 ３

係

１年度 ３年度

活動 講座



1 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　生物多様

平

性の施策を推進するに

成

あたり、市内の生物の

３

現
・法的業務

高い
況を

１

把握することは、今後

年

の施策の基礎資料とし

度

て有効で
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 ある

平

。また、遺伝子調査を

成

行うことで、今後絶滅

３

危惧種へ
・市民生活上

０

必要である　など 移行

年

する可能性のある種が

度

判明し、未然防止を図

評

ることが
できる。
　当

価

事業は愛知教育大学と

）

の連携事業として、専

刈

門的な分
・コストの節

谷

減、費用対効果
普通

野

市

のみ委託として実施で

事

きているため、生物調

務

査のすべて
効率性 ・執

事

行体制の効率性 を委託

業

した場合に比べ、費用

評

は抑えられており、費

価

用対効
・手段の最適性

シ

　など 果は妥当と思わ

ー

れる。

　生物多様性基

ト

本法において、地方公

（

共団体の責務として
・

様

市が主体となって実施

式

する
高い

施策の推進が

２

定められている。また

）

、総合計画において、

会

妥当性 　べき事業であ

計

るか 「循環型社会・環

名

境保全意識の高揚」や

担

「自然環境の保全
・総

当

合計画との整合性　な

部

ど と再生」の施策とし

産

て自然観察会や市民へ

業

の環境教育が位
置付け

環

られている。
　当事業

境

は市内の生物の生息調

部

査を目的としているが

一

、調

施策への ・施策へ

般

の貢献度
普通

査方法を

会

市民参加型とすること

計

により、自然について

自

の環
・目標達成度 境教

然

育としても実施ができ

環

ている。しかし、基礎

境

調査資料
貢献度 ・市民

基

サービスへの効果　な

礎

ど とするためには、報

調

告件数が少ないため、

査

報告件数を伸ば
すよう

事

調査方法等を検討する

業

必要がある。

今後の方

担

向性 □拡充　□現状維

当

持　■改善・効率化　

課

□縮小　□終期設定　

環

■休止・廃止

　一定の

境

成果を収めたため、平

推

成30年度をもって休

進

止。

課

款 項

Ｃ
 
　

目

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

担

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当係 環境保全係

4



1

た。

成果

地域猫活動の

5

認知度を高めるため、効果的な周知方法の検討、各活動団体等の意見を踏まえたうえでの要綱改正の見直し

が必要。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 猫の死体回収件数（件） 276 250 239 200 ―
指標
活動
指標

　西三河地域における地域猫活動への補助実施市：豊田市
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 736 774 750 合計 774,293 円
需用費 48,893 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 725,400 円

一般財源 0 736 774 750

職員人件費　② 0 2,326 2,700 3,096

総事業費（①＋②） 0 3,062 3,474 3,846

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 循環型社会・環

３

境保全意識の高揚

目
　

０

　
　
的

  地域に住み

年

ついている飼い主のい

度

ない猫に

主
た
る
内
容

 

評

 地域猫活動を実施す

価

る団体に対し、不妊・

）

対し、不妊・去勢手術

刈

を行い、餌やり等の管

谷

去勢手術費用の一部を

市

補助する。
理を適正に

事

行う活動（地域猫活動

務

）を支援す 　また、手

事

術の際に猫を捕獲する

業

ための捕獲
ることで、

評

猫の増加を抑制し、生

価

活環境の保 器を貸し出

シ

す。
全を図る。

位
置
づ

ー

け

関連計画

根拠法令 地

ト

域猫不妊去勢手術費補

（

助金交付要綱、刈谷市

様

地域猫不妊・去勢手術

式

用捕獲器貸出要綱

対象

１

者 地域猫活動実施団体

）

事業期間 平成２９年度

会

～ 平成３１年度

実施方

計

法 □直営　□委託　□

名

指定管理　■補助・助

担

成　□その他

当部 産業環境部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

２８年

会

度実績 ２９年度実績 ３

計

０年度実績 ３１年度計

地

画

　 ・団体新規登録数

域

　13団体 ・団体新規

猫

登録数　6団体 ・団体

活

新規登録数　20団体

動

　 ・補助件数 ・補助件

助

数 ・補助件数
　 　　不

成

妊手術　　　　52件

事

　　不妊手術　　　 

業

56件 　　不妊手術　

担

　　　50件
　 　　去

当

勢手術　　　　39件

課

　　去勢手術　   

環

　44件 　　去勢手術

境

　　　　50件
　　　

推

――――――― ・補助

進

金額 ・補助金額 ・補助

課

金額
　　不妊手術　　

款

 489千円 　　不妊

項

手術　　511千円　

目

　　不妊手術　　 5

担

00千円　
　　去勢手

当

術　 　195千円 　

係

　去勢手術　　214

環

千円　 　　去勢手術　

境

 　250千円　

　地

保

域猫活動の活性化に寄

全

与し、市内における所

係

有者のいない猫の増加

4

抑制を図ることができ



5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域猫活動

平

は野良猫の増加を抑制

成

し、地域の住環境に及

３

・法的業務
高い

ぼす問

１

題を改善するために有

年

効な取組であり、制度

度

開始以
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 降、市

平

内の各地で活動が始ま

成

っていることから、市

３

民のニ
・市民生活上必

０

要である　など ーズは

年

高い。

　地域の野良猫

度

の増加を抑制すること

評

で、車に轢かれ道路
・

価

コストの節減、費用対

）

効果
普通

上などで死亡

刈

する猫が減少し、回収

谷

業務にかかる経費を削

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性 減できる。
・手段

務

の最適性　など

　地域

事

猫活動は野良猫問題を

業

改善するために有効な

評

取組で
・市が主体とな

価

って実施する
普通

あり

シ

、市民の生活環境を良

ー

くするために市として

ト

推進して
妥当性 　べき

（

事業であるか いく必要

様

がある。
・総合計画と

式

の整合性　など

　地域

２

猫活動は、餌やり・不

）

妊去勢手術・フンの管

会

理を一

施策への ・施策

計

への貢献度
普通

体的に

名

管理する活動であり、

担

市の補助制度を活用す

当

ること
・目標達成度 で

部

、地域の住環境の改善

産

に寄与する。
貢献度 ・

業

市民サービスへの効果

環

　など

今後の方向性 □

境

拡充　■現状維持　□

部

改善・効率化　□縮小

一

　□終期設定　□休止

般

・廃止

　市内の地域猫

会

活動の状況の把握に努

計

め、効果を検証するこ

地

とで、今後の事業の方

域

向性を検討する必要が

猫

ある。
　

活動助

Ｃ

成

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

事

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

業

∨

担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全係

4 1



全係

4 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 737 0 522 1,200 合計 522,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 522,000 円

一般財源 737 0 522 1,200

職員人件費　② 1,172 1,163 772 1,161

総事業費（①＋②） 1,909 1,163 1,294 2,361

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 循環型

平

社会・環境保全
施策体

成

系
施策の内容 ごみの減

３

量化

目
　
　
　
的

　地域

０

における資源回収所の

年

設置を促し、ご

主
た
る

度

内
容

　自主的に常設の

評

資源回収所を設置する

価

自治
みの減量化と資源

）

の再利用を積極的に推

刈

進す 会に対し、設置費

谷

用の一部を補助する。

市

る。 〇補助率　　　　

事

 9/10
〇補助上限

務

額　600千円

位
置
づ

事

け

関連計画 第2次刈谷

業

市環境基本計画、刈谷

評

市一般廃棄物処理基本

価

計画、刈谷市環境都市

シ

アクションプラン

根拠

ー

法令 刈谷市資源回収所

ト

設置費補助金交付要綱

（

対象者 自治会 事業期間

様

平成２０年度 ～

実施方

式

法 ■直営　□委託　□

１

指定管理　■補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 産業

Ｂ
　

環

事
　
業
　
実
　
績

２８年

境

度実績 ２９年度実績 ３

部

０年度実績 ３１年度計

一

画

・設置数　　　　2

般

箇所 ・設置数　　　　

会

0箇所 ・設置数　　　

計

　1箇所 ・設置数　　

資

　　2箇所
・交付額　

源

　　737千円 ・交付

回

額　　　　0千円 ・交

収

付額　　　522千円

所

・交付額　　1,20

設

0千円

　常設の資源回

置

収所の設置に伴い、回

費

収量は横ばいとなり、

補

ごみの減量化と資源の

助

再利用を継続して行う

事

ことができた。

成果

　

業

自治会に資源回収所設

担

置の意向があっても設

当

置場所の確保が難しい

課

場合がある。

課題

指標

環

名称（単位）
実績値 目

境

標値

２８年度 ２９年度

推

３０年度 ３１年度 ３年

進

度

活動 補助申請件数（

課

件） 2 0 1 2 2
指標
成

款

果 自治会の資源回収所

項

における資源回収量（

目

ｔ） 1,288 1,2

担

37 1,160 1,3

当

00 1,300
指標

 

係

他市との
比較検証

環境保



係

4 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　持続

平

可能な循環型社会への

成

転換が望まれている中

３

、市民
・法的業務

高い

１

の分別意欲の向上を図

年

り、リサイクル率の向

度

上へと寄与さ
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

せることができる。
・

成

市民生活上必要である

３

　など

　地域コミュニ

０

ティの活性化、分別収

年

集コストの削減、資
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
普通

源物の排出機

価

会の向上。
効率性 ・執

）

行体制の効率性
・手段

刈

の最適性　など

　一般

谷

廃棄物の処理責任は市

市

にあり、市が主体とな

事

ってご
・市が主体とな

務

って実施する
高い

みの

事

減量化・資源化をすべ

業

きである。
妥当性 　べ

評

き事業であるか 　総合

価

計画において、資源回

シ

収の支援を実施し、ご

ー

みの減
・総合計画との

ト

整合性　など 量を推進

（

することを明記してい

様

る。

　資源回収所は拠

式

点回収等より回収率が

２

よい。

施策への ・施策

）

への貢献度
高い・目標

会

達成度
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

名

今後の方向性 □拡充　

担

■現状維持　□改善・

当

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

産

　回収量は減少傾向に

業

あるが、リサイクル推

環

進のため、引き続き市

境

としてごみの資源化へ

部

の支援が必要となる。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 

資

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

源

∧
　
評
　
価
　
∨

回収所設置費補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全



7

臭測定　　　　 　　1回
・地下水位測定　　 　1箇所 ・土壌汚染調査　汚染判明時
・悪臭測定　　　　 　　1回 ・地下水調査　  汚染判明時

　各調査項目に関して、継続的に調査を実施し、蓄積データの経年比較により、現状を把握することができた。

成果
　また、大気汚染状況に関しては、測定開始時と比べ大幅に改善が見られた。

　どの調査項目に関しても大きな課題は見られないが、中小河川に関しては一部、汚濁度の高い河川があるため、原因調

査等を行い、対策を講ずる必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 中小河川調査（箇所） 11 11 11 11 11
指標
活動 騒音・振動調査（箇所） 21 21 21 21 21
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,301 5,283 3,472 6,258 合計 3,472,416 円
役務費 379,080 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,093,336 円

一般財源 10,301 5,283 3,472 6,258

職員人件費　② 7,424 5,816 4,629

Ｄ

5,418

総事業費（

　

①＋②） 17,725

　

11,099 8,10

　

1 11,676

建
設
事

Ｏ

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ３０年度特定

　

財源名称

３０年度まで

∧

の累積事業費 0

２年度

　

以降の事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 循環型社会・環

平

境保全
施策体系

施策の

成

内容 公害の防止

目
　
　

３

　
的

　環境状況を調査

０

・把握し、環境保全を

年

図る｡

主
た
る
内
容

　水

度

質・大気・ダイオキシ

評

ン類・騒音・振動･
地

価

盤沈下の状況を調査・

）

把握する｡
　また、必

刈

要に応じて土壌汚染判

谷

明時の土壌
調査や、公

市

害の原因となる事業所

事

の悪臭・騒
音・振動の

務

測定を実施する。

位
置

事

づ
け

関連計画 第2次刈

業

谷市環境基本計画

根拠

評

法令  

対象者 対象者を

価

限定せず 事業期間 ～

実

シ

施方法 ■直営　■委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

当

８年度実績 ２９年度実

部

績 ３０年度実績 ３１年

産

度計画

・中小河川調査

業

 　 　11箇所 ・中

環

小河川調査 　   

境

11箇所 ・中小河川調

部

査 　   11箇所

一

・中小河川調査 　 

般

  11箇所
・工場排

会

水水質検査　24工場

計

・工場排水水質検査　

環

24工場 ・工場排水水

境

質検査　24工場 ・工

保

場排水水質検査　23

全

工場
・大気汚染常時監

調

視　 3箇所 ・酸性雨

査

調査　　　　 1箇所

事

・酸性雨調査　　　　

業

 1箇所 ・酸性雨調査

担

　　　　 1箇所
・降

当

下ばいじん調査　 2

課

箇所 ・ダイオキシン類

環

調査 1地点 ・ダイオ

境

キシン類調査 1地点

推

・ダイオキシン類調査

進

 1地点
・酸性雨調査

課

　　　　 1箇所 ・騒

款

音・振動調査　  2

項

1箇所 ・騒音・振動調

目

査　  21箇所 ・騒

担

音・振動調査　  2

当

1箇所
・ダイオキシン

係

類調査 1地点 ・地下

環

水位測定　　 　1箇

境

所 ・地下水位測定　　

保

 　1箇所 ・地下水位

全

測定　　 　1箇所
・

係

騒音・振動調査　  

4

21箇所 ・悪臭測定　

1

　　　 　　1回 ・悪



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内の環境の

平

状況を調査、把握する

成

ことは、市内の環境
・

３

法的業務
高い

を保全す

１

るためにかかせない問

年

題であり、必要性は高

度

い。
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要
・市民生

平

活上必要である　など

成

　交通騒音・振動、環

３

境騒音調査を除いては

０

、分析業務は
・コスト

年

の節減、費用対効果
普

度

通
外部委託であるが、

評

分析技術及び精度の確

価

保の観点から費
効率性

）

・執行体制の効率性 用

刈

対効果は妥当と考えら

谷

れる。
・手段の最適性

市

　など

　騒音・振動・

事

悪臭調査は市の所管事

務

務であり、市が主体
・

事

市が主体となって実施

業

する
高い

的に対応すべ

評

きである。その他の業

価

務に関しても、県が市

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか 内全域の環境調査

ト

を実施することは困難

（

であるため、県を
・総

様

合計画との整合性　な

式

ど 補う形で市も主体的

２

に把握する必要がある

）

。

　各種環境の状況に

会

ついて、市民へ調査結

計

果を公開してい

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
る。また、現状把握

当

により公害の未然防止

部

に努めている。
・目標

産

達成度
貢献度 ・市民サ

業

ービスへの効果　など

環

今後の方向性 □拡充　

境

■現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

一

期設定　□休止・廃止

般

　全ての項目に関して

会

、現状どおり環境調査

計

を継続的に実施し、市

環

内の環境状況の把握及

境

び保全に努める。

保全調査

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

事

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

業

評
　
価
　
∨

担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全係

4 1 7



係

新数 　37事業所　

環

　認定数　　　　　5

境

事業所
    認定数

政

　　　　　2事業所・

策

かりや自転車マップの

係

改訂 ・かりやエコマッ

4

プの改訂

・かりやエコ

1

ポイントプロジェクト

7

を実施し、市民のエコ活動を促進した。

成果
・環境都市アクションプラン推進会議を開催し、プランの進行管理・進捗報告等を実施した。

・かりやeco事業所認定制度を実施し、市内事業所に対し認定eco事業所の環境に配慮した取組の広報を実施した。

・エコポイントプロジェクトへの継続参加者の増加方法についてさらなる検討をする必要がある。

・かりやeco事業所認定制度の認定数増加について周知方法を検討する必要がある。
課題

・エコポイント事業については、その効果の検証を行い、継続性の有無を検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 市民だより掲載回数（回） 17 20 20 21 21
指標
成果 エコポイントプロジェクト参加世帯数（世帯） 3,767 4,190 4,648 4,950 5,550
指標

　県内で本市以外にエコポイント事業を実施しているのは豊田市だけであり、ポイント発行メニューや参加
他市との 世帯など本市より大規模に行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,078 3,535

Ｄ

2,774 3,878

　

合計 2,774,12

　

3 円
報償費 51,2

　

00 円

財
　
源

特定財

Ｏ

源 0 0 0 0 需用費 39

　

,960 円
役務費 9

　

3,430 円

一般財

∧

源 3,078 3,53

　

5 2,774 3,87

　

8 委託料 2,589,

実

533 円

職員人件費

　

　② 11,332 10

　

,856 12,345

施

13,545

総事業費

　

（①＋②） 14,41

　

0 14,391 15,

∨

119 17,423

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 低炭素社会
施策体系

成

施策の内容 地球温暖化

３

対策の推進

目
　
　
　
的

０

　持続可能で快適な環

年

境都市を実現するため

度

､

主
た
る
内
容

　環境都

評

市アクションプランに

価

基づく分野別
市民・事

）

業者・行政等が連携・

刈

協力し､CO2削 の取

谷

組を推進する。
減対策

市

を推進する。 ○産業・

事

エネルギー分野
○エコ

務

モビリティ分野
○エコ

事

ライフ分野
○分野共通

業

位
置
づ
け

関連計画 第2

評

次刈谷市環境基本計画

価

、刈谷市環境都市アク

シ

ションプラン

根拠法令

ー

地球温暖化対策の推進

ト

に関する法律

対象者 対

（

象者を限定せず 事業期

様

間 平成２３年度 ～

実施

式

方法 ■直営　■委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 産業

Ｂ

環

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

境

年度実績 ２９年度実績

部

３０年度実績 ３１年度

一

計画

・かりやエコポイ

般

ントプロジ ・かりやエ

会

コポイントプロジ ・か

計

りやエコポイントプロ

環

ジ ・かりやエコポイン

境

トプロジ
　ェクト実施

都

（4月～3月） 　ェク

市

ト実施（4月～3月）

ア

　ェクト実施（4月～

ク

3月） 　ェクト実施（

シ

4月～3月）
・環境都

ョ

市アクションプラン ・

ン

環境都市アクションプ

プ

ラン ・環境都市アクシ

ラ

ョンプラン ・環境都市

ン

アクションプラン
　改

推

定に向けた推進会議の

進

開 　推進会議の開催　

事

　　　1回　推進会議

業

の開催　　 　 1回

担

　推進会議の開催　　

当

 　 1回
　催　　　

課

　　　　　　　4回・

環

かりやeco事業所認

境

定制度実・かりやec

推

o事業所認定制度実・

進

かりやeco事業所認

課

定制度実
・かりやec

款

o事業所認定制度実　

項

施　　　　 　施　 　施

目

　　　　
　施　　　　

担

　　認定数　　　　　

当

2事業所　　認定・更



環境政策係

4 1 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　地球温暖化対策は

成

地球規模の課題であり

３

、その推進のた
・法的

１

業務
高い

めには、市民

年

、事業者、行政が連携

度

して取り組むことが重

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要 要である。本

成

事業は、産業・エネル

３

ギー、ライフスタイル

０

・市民生活上必要であ

年

る　など など、多面的

度

に市民・事業者の取組

評

を促進することを目的

価

としており、必要な事

）

業である。
　手段とし

刈

ては適切と考えるもの

谷

の、事業活動・市民活

市

動
・コストの節減、費

事

用対効果
普通

のCO2

務

排出削減に係る事業効

事

果を費用換算すること

業

は困難で
効率性 ・執行

評

体制の効率性 ある。
・

価

手段の最適性　など

　

シ

行政として、率先活動

ー

と並行して市民・事業

ト

者の活動を
・市が主体

（

となって実施する
高い

様

促進していくことが必

式

要。
妥当性 　べき事業

２

であるか 　総合計画に

）

おいて、「地球温暖化

会

対策の推進」の施策の

計

・総合計画との整合性

名

　など 柱として、環境

担

都市アクションプラン

当

の各事業が位置づけ
ら

部

れている。
　市民、事

産

業者の環境活動を促進

業

する点においては市域

環

全

施策への ・施策への

境

貢献度
高い

体に効果が

部

あるが、意識啓発が主

一

眼となるため、事業の

般

直
・目標達成度 接的効

会

果を図ることは困難で

計

ある。
貢献度 ・市民サ

環

ービスへの効果　など

境

今後の方向性 □拡充　

都

■現状維持　■改善・

市

効率化　□縮小　□終

ア

期設定　□休止・廃止

ク

　刈谷市環境都市アク

シ

ションプランに位置づ

ョ

けられた各事業につい

ン

て、順次実施に向けて

プ

検討を進めていく。

ラン推進

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

事

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

業

　
評
　
価
　
∨

担当課 環境推進課

款 項 目 担当係



目

ﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ   

担

　  69件 ﾘﾁｳ

当

ﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ

係

 　 　100件
 電

環

気自動車等充給電ｼｽ

境

ﾃﾑ 1件 電気自動

政

車等充給電ｼｽﾃﾑ 

策

3件
 太陽熱  自然

係

循環型  　 5件 

4

太陽熱　自然循環型 

1

    6件
　　　　

7

 強制循環型　 　1件         強制循環型　   2件
         空気集熱型  　 0件         空気集熱型     2件
・補助金額　　   51,481千円・補助金額　　   55,500千円

　家庭における住宅用地球温暖化対策設備の設置を促進することで、地球温暖化防止に努めることができた。

成果

　導入状況、システム平均価格、他市の動向、普及促進効果などを踏まえて、補助単価の変更を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 補助件数（件） ― 410 478 478
指標
活動
指標

　安城市　・太陽光発電システム　20千円/kW（上限80千円）　・HEMS　上限10千円/基
他市との ・エネファーム　上限100千円/基　・リチウムイオン蓄電システム　上限100千円/基
比較検証 ・電気自動車等充給電システム　上限50千円/基

・太陽熱　自然循環型　上限80千円/基　強制循環型　上限104千円/基　　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 51,481 5

Ｄ

5,500 合計 51,

　

481,000 円
負

　

担金、補助及び

財
　
源

　

特定財源 0 0 6,16

Ｏ

4 5,616 交付金 5

　

1,481,000 

　

円

一般財源 0 0 45,

∧

317 49,884

職

　

員人件費　② 0 0 6,

　

944 8,127

総事

実

業費（①＋②） 0 0 5

　

8,425 63,62

　

7

建
設
事
業

全体事業費

施

（単位：千円） 0 ３０

　

年度特定財源名称

３０

　

年度までの累積事業費

∨

0 住宅用地球温暖化対策設備導
入促進費補助金（県）

２年度以降の事業費見込 0

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 都市環境

平

基本施策 低炭素社会
施

成

策体系
施策の内容 地球

３

温暖化対策の推進

目
　

０

　
　
的

　家庭における

年

CO2排出量の増加を

度

抑制するた

主
た
る
内
容

評

　住宅用地球温暖化対

価

策設備の設置費用の一

）

め、住宅用地球温暖化

刈

対策設備の設置を促進

谷

部を補助する。
する。

市

○補助単価
・太陽光発

事

電ｼｽﾃﾑ　50千円

務

/kW(上限200千

事

円)
・HEMS　　　

業

　　　　　　　　上限

評

20千円/基
・エネフ

価

ァーム　  　　　　

シ

　　 100千円/基

ー

・ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電

ト

ｼｽﾃﾑ　　　　　上

（

限100千円/基
・電

様

気自動車等充給電ｼｽ

式

ﾃﾑ　　上限50千円

１

/基
・太陽熱
　自然循

）

環型　　　　　　　　

会

　　25千円/基
　強

計

制循環型・空気集熱型

名

　　　　50千円/基

担

位
置
づ
け

関連計画 第2

当

次刈谷市環境基本計画

部

、刈谷市環境都市アク

産

ションプラン

根拠法令

業

刈谷市住宅用地球温暖

環

化対策設備設置費補助

境

金交付要綱

対象者 市民

部

事業期間 平成３０年度

一

～

実施方法 ■直営　□

般

委託　□指定管理　■

会

補助・助成　□その他

計
住宅用地球温暖化

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

対

績

２８年度実績 ２９年

策

度実績 ３０年度実績 ３

設

１年度計画

　 　 ・補助

備

件数　　　　　　41

設

0件・補助件数　　　

置

　　　478件
　 　  

費

太陽光発電ｼｽﾃﾑ 

補

      180件

助

 太陽光発電ｼｽﾃﾑ

事

　     165件

業

　 　  HEMS　　　

担

　       　 

当

69件 HEMS　　

課

　　     　  

環

100件
　 　  エネフ

境

ァーム　     　

推

 85件 エネファー

進

ム　       1

課

00件
　　　――――

款

――― 　　　――――

項

―――  ﾘﾁｳﾑｲｵ



担当係 環境政策係

4 1 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評

平

価の理由

　各種システ

成

ムの設置は、地球温暖

３

化防止、省エネルギー

１

・法的業務
高い

の観点

年

から有効であることか

度

ら、必要な制度である

（

。
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要
・市民生活

成

上必要である　など

　

３

各種システムの普及促

０

進効果などを踏まえた

年

検討が重要
・コストの

度

節減、費用対効果
普通

評

である。
効率性 ・執行

価

体制の効率性
・手段の

）

最適性　など

　設置単

刈

価は減少傾向にあるシ

谷

ステムもあるが依然高

市

価な
・市が主体となっ

事

て実施する
高い

ものも

務

あり、導入促進には行

事

政の支援が必要である

業

。
妥当性 　べき事業で

評

あるか 　総合計画にお

価

いて「エネルギーの有

シ

効活用」の施策の柱
・

ー

総合計画との整合性　

ト

など として、クリーン

（

エネルギーの導入の促

様

進が位置づけられ
てい

式

る。
　第2次刈谷市環

２

境基本計画にある「創

）

エネ・省エネ設備の

施

会

策への ・施策への貢献

計

度
普通

導入」に合致す

名

る事業であり、今後と

担

も継続して実施すべ
・

当

目標達成度 きである。

部

貢献度 ・市民サービス

産

への効果　など

今後の

業

方向性 □拡充　■現状

環

維持　□改善・効率化

境

　□縮小　□終期設定

部

　□休止・廃止

　国、

一

県、近隣自治体の動向

般

に注視しつつ、現状を

会

維持する。
　必要に応

計

じて、終期の設定、制

住

度の変更などを検討す

宅

る。

用地球

Ｃ
 
　

温

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

暖

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

化対策設備設置費補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目



環

場合 5人槽444千

境

円 7人槽486 場合

保

 5人槽444千円 

全

7人槽486
千円 1

係

0人槽1,000千円

4

③単独 千円 10人槽

1

1,000千円③単独

7

千円 10人槽576千円③単独処 千円 10人槽576千円③単独処
処理浄化槽の撤去費用90千円 処理浄化槽の撤去費用90千円 理浄化槽の撤去費用90千円 理浄化槽又はくみ取り便槽の
・補助件数　　　　　　22件 ・補助件数　　　  　　35件 ・補助件数　　　  　　29件 撤去費用90千円④宅内配管の
・交付総額　　　 7,940千円 ・交付総額　　　 6,890千円 ・交付総額　　　 2,701千円 工事費用200千円

　事業計画に基づき交付事務を行うことができ、水質汚濁防止及び公衆衛生の向上を図ることができた。

成果

　単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進みつつも、昨年度と比較し転換率が減少しているため、転換の補助制

度に対する啓発については今後も周知していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 補助件数（件） 22 35 29 36 36
指標
活動 補助件数のうち、合併処理浄化槽への転換の申請率 45.5 17.1 3.4 50.0 60.0
指標 （％）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業

Ｄ

費内訳

事業費　① 7,

　

940 6,890 2,

　

701 9,996 合計

　

2,701,000 

Ｏ

円
負担金、補助及び

財

　

　
源

特定財源 4,13

　

3 3,417 540 5

∧

,022 交付金 2,7

　

01,000 円

一般

　

財源 3,807 3,4

実

73 2,161 4,9

　

74

職員人件費　② 1

　

,563 2,326 2

施

,315 2,322

総

　

事業費（①＋②） 9,

　

503 9,216 5,

∨

016 12,318

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 循環型社会形成推進交付金（
国）、浄化槽設置費補助金（

２年度以降の事業費見込 0 県）

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 循

３

環型社会・環境保全意

０

識の高揚

目
　
　
　
的

合

年

併処理浄化槽の導入を

度

促進することにより

主

評

た
る
内
容

下水道法第4

価

条第1項に基づき策定

）

された事業
、公共用水

刈

域の水質汚濁を防止し

谷

、生活環境 計画に定め

市

られた予定処理区域以

事

外の地域に
の保全を図

務

る。 、生活排水処理対

事

策として、合併処理浄

業

化槽
を設置する市民に

評

対し、その費用の一部

価

を補
助する。

位
置
づ
け

シ

関連計画 第2次刈谷市

ー

環境基本計画、刈谷市

ト

循環型社会形成推進地

（

域計画

根拠法令 刈谷市

様

合併処理浄化槽設置整

式

備事業補助金交付要綱

１

対象者 主たる内容参照

）

事業期間 平成１７年度

会

～

実施方法 ■直営　□

計

委託　□指定管理　■

名

補助・助成　□その他

担当部 産業環境部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

般

績

２８年度実績 ２９年

会

度実績 ３０年度実績 ３

計

１年度計画

・補助単価

合

・補助単価 ・補助単価

併

・補助単価
①建築確認

処

申請を伴う場合 5 ①

理

建築確認申請を伴う場

浄

合 5 ①建築確認申請

化

を伴う場合 5 ①建築

槽

確認申請を伴う場合 

設

5
人槽70千円 7人

置

槽90千円 10人人

整

槽70千円 7人槽9

備

0千円 10人人槽7

補

0千円 7人槽90千

助

円 10人人槽40千

事

円 7人槽70千円 

業

10人
槽125千円②

担

単独処理浄化槽又槽1

当

25千円②単独処理浄

課

化槽又槽125千円②

環

単独処理浄化槽又槽9

境

0千円②単独処理浄化

推

槽又
はくみ取り便槽か

進

らの転換の はくみ取り

課

便槽からの転換の はく

款

み取り便槽からの転換

項

の はくみ取り便槽から

目

の転換の
場合 5人槽

担

560千円 7人槽7

当

20 場合 5人槽56

係

0千円 7人槽720



全係

4 1 7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 51 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 20

一般財源 0 0 0 31

職員人件費　② 1,563 1,551 1,543 2,709

総事業費（①＋②） 1,563 1,551 1,543 2,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 放棄車処理費収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 循環型

平

社会・環境保全
施策体

成

系
施策の内容 循環型社

３

会・環境保全意識の高

０

揚

目
　
　
　
的

放置自動

年

車に対し廃物判定等を

度

行うことによ

主
た
る
内

評

容

公共用地に放置され

価

た自動車について、廃

）

物
り、公共の場所の機

刈

能の保全を図るととも

谷

に 判定委員会において

市

廃物判定を行い適正に

事

処
、良好な都市環境の

務

形成に資する。 理する

事

。

位
置
づ
け

関連計画  

業

根拠法令 刈谷市放置自

評

動車の発生の防止及び

価

適正な処理に関する条

シ

例

対象者 対象者を限定

ー

せず 事業期間 平成１５

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　□委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

産

実
　
績

２８年度実績 ２

業

９年度実績 ３０年度実

環

績 ３１年度計画

・放置

境

自動車廃物判定委員会

部

・放置自動車廃物判定

一

委員会 ・放置自動車廃

般

物判定委員会 ・放置自

会

動車廃物判定委員会
　

計

開催　　　　　　　　

放

 2回 　開催　　　　

置

　　　　 1回 　開催

自

　　　　　　　　 1

動

回 　開催　　　　　　

車

　　 4回

　平成30

廃

年度中に廃物判定を行

物

うべき放置自動車は存

判

在せず、新規発見され

定

た放置自動車について

等

も適正に処理すること

事

成果
ができた。

　放置

業

自動車は年々減少傾向

担

にあるが、放置自動車

当

の発生抑制に対する効

課

果的な啓発方法の検討

環

が必要。

課題

指標名称

境

（単位）
実績値 目標値

推

２８年度 ２９年度 ３０

進

年度 ３１年度 ３年度

活

課

動 廃物判定委員会依頼

款

件数（件） 2 0 0 0 0

項

指標
成果 発見から処理

目

に要した平均期間（日

担

） 86 51 50 50 5

当

0
指標

 
他市との
比較

係

検証

環境保



1

施
　座の実施

　育成講

7

座を終えた環境支援員が様々な活動を実施しており、市が開催する環境講座の講師を務めたり、市と共催で環境

成果
に関するツアーを開催した。

　高齢化により環境支援員の離職者が増加しており、新たな人材の発掘が必要である。さらに、個々人の活動をより充実

させるため、環境支援員に対するスキルアップ講座等の実施も求められる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 環境支援員育成講座修了者数（人） 50 50 50 60 60
指標
活動 環境支援員が講師を務める講座等の開催（回） 5 6 6 6 6
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 272 43 39 426 合計 39,350 円
報償費 38,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 850 円

一般財源 272 43 39 426

職員人件費　② 3,126 3,102 3,086 3,870

総事業費（①＋②） 3,398 3,145 3,125 4,296

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 循環型社会・環

３

境保全意識の高揚

目
　

０

　
　
的

環境に対しての

年

知識を持ち、行政と市

度

民の中

主
た
る
内
容

環境

評

問題に対して意識の高

価

い市民を募集して
間的

）

役割を果たすことがで

刈

きる人材を育成し 、育

谷

成講座を実施する。受

市

講生は育成講座で
、市

事

民への啓発、指導を行

務

うことにより、市 本市

事

の環境等を学び、環境

業

に関する幅広い知
民の

評

環境に対する意識向上

価

を図る。 識を身に付け

シ

る。

位
置
づ
け

関連計画

ー

第2次刈谷市環境基本

ト

計画 

根拠法令 刈谷市

（

環境支援員設置要綱

対

様

象者 対象者を限定せず

式

事業期間 平成２０年度

１

～

実施方法 ■直営　□

）

委託　□指定管理　□

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

２８年度実績 ２９年

一

度実績 ３０年度実績 ３

般

１年度計画

・毎月定例

会

打合せ会の実施 ・毎月

計

定例打合せ会の実施 ・

環

環境支援員連絡会の実

境

施 ・毎月定例打合せ会

支

の実施
・わんさか祭り

援

等イベントで ・わんさ

員

か祭り等イベントで ・

育

わんさか祭り等イベン

成

トで ・わんさか祭り等

事

イベントで
　の環境啓

業

発活動 　の環境啓発活

担

動 　の環境啓発活動 　

当

の環境啓発活動
・市民

課

を対象とした環境講座

環

・市民を対象とした環

境

境講座 ・市民を対象と

推

した環境講座 ・市民を

進

対象とした環境講座
　

課

の実施 　の実施 　の実

款

施 　の実施
・刈谷駅で

項

普及啓発を目的と ・刈

目

谷駅で普及啓発を目的

担

と ・外来種対策の実施

当

・外来種対策の実施
　

係

したグリーンカーテン

環

の実 　したグリーンカ

境

ーテンの実 ・環境支援

保

員第5期生の育成講
　

全

施 　施 　座の実施
・環

係

境支援員第4期生の育

4

成講・外来種対策の実



4

値

２８年度 ２９年度 ３

2

０年度 ３１年度 ３年度

2

活動 ペットボトルキャップ回収量（kg） 12,426 12,591 11,448 13,000 14,000
指標
活動 牛乳パック回収量（kg） 3,714 3,743 3,346 5,000 5,200
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,581 2,635 2,696 2,772 合計 2,695,680 円
需用費 1,188,000 円

財
　
源

特定財源 40 39 35 49 委託料 1,507,680 円

一般財源 2,541 2,596 2,661 2,723

職員人件費　② 782 775 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 3,363 3,410 4,239 4,320

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 資源売却収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 循環型社会

平

・環境保全
施策体系

施

成

策の内容 循環型社会・

３

環境保全意識の高揚

目

０

　
　
　
的

　小中学校の

年

児童・生徒及びその保

度

護者の分

主
た
る
内
容

　

評

市内全小中学校等で集

価

めた牛乳パックとペ
別

）

意識を高めるとともに

刈

、回収量に応じた環 ッ

谷

トボトルキャップを回

市

収し、回収量に応じ
境

事

啓発用品の配布により

務

、環境全般に関する て

事

刈谷市オリジナルの環

業

境啓発用トイレット
意

評

識の向上を図る。 ペー

価

パーを配布する。
　牛

シ

乳パックは資源として

ー

売払い、キャップ
はリ

ト

サイクル業者等を通じ

（

てワクチンを全世
界の

様

子どもたちに送る活動

式

に活用する。

位
置
づ
け

１

関連計画 第2次刈谷市

）

環境基本計画、刈谷市

会

環境都市アクションプ

計

ラン

根拠法令

対象者 市

名

内小中学生及びその保

担

護者等 事業期間 平成２

当

０年度 ～

実施方法 □直

部

営　■委託　□指定管

産

理　□補助・助成　□

業

その他

環境部

一般会計
資

Ｂ
　
事
　
業

源

　
実
　
績

２８年度実績

回

２９年度実績 ３０年度

収

実績 ３１年度計画

・ち

社

り紙交換数　 8,4

会

86個 ・ちり紙交換数

貢

　9,693個 ・ちり

献

紙交換数　 8,60

事

4個 ・ちり紙交換数　

業

10,000個
・ワク

担

チン本数　 6,21

当

3本 ・ワクチン本数　

課

6,296本 ・ワクチ

環

ン本数　 5,724

境

本 ・ワクチン本数　 

推

6,500本

　平成2

進

0年に開始した小中学

課

校のキャップ総回収量

款

が、平成30年6月時

項

点で累計5,000万

目

個を達成した｡ワクチ

担

ンを送る社

成果
会貢献

当

活動を通じて、リサイ

係

クルに対する意識の向

環

上が図られている。

　

境

幼稚園、保育園等に事

保

業を拡大するかどうか

全

検討する。

課題

指標名

係

称（単位）
実績値 目標



4

０年度 ３１年度 ３年度

2

活動 集団回収による資

2

源回収量（t） 3,276 3,132 2,930 3,200 3,300
指標

 
指標

  他市と比較して、手厚い報償金額となっている。
他市との （kg当たり平均金額…安城市：7円、碧南市：6円、豊田市・西尾市・大府市：5円、高浜市3.6円）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,078 21,067 19,691 24,500 合計 19,690,968 円
報償費 19,690,968 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 22,078 21,067 19,691 24,500

職員人件費　② 1,563 1,939 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 23,641 23,006 21,234 26,048

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 循環型社会

平

・環境保全
施策体系

施

成

策の内容 ごみの減量化

３

目
　
　
　
的

　市民団体

０

が行う資源回収活動に

年

対して報償

主
た
る
内
容

度

　古紙類・布類・金属

評

類の回収量に応じて報

価

金を交付することによ

）

り、ごみの減量化と資

刈

償金を交付する。
源の

谷

再利用を推進する。 　

市

報償金の額は1kg当

事

たり6円（条件付加算

務

額1
円/㎏）ただし、

事

回収業者が対象品目を

業

逆有償
で引き取る場合

評

は、回収量1㎏につき

価

最高4円
まで報償金を

シ

加算する。

位
置
づ
け

関

ー

連計画 第2次刈谷市環

ト

境基本計画、刈谷市環

（

境都市アクションプラ

様

ン

根拠法令 刈谷市資源

式

回収奨励報償金交付要

１

綱

対象者 資源回収実施

）

団体へ登録している団

会

体 事業期間 平成２年度

計

～

実施方法 ■直営　□

名

委託　□指定管理　■

担

補助・助成　□その他

当部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２８年度実績 ２９年

計

度実績 ３０年度実績 ３

資

１年度計画

・実施団体

源

数　    128団

回

体 ・実施団体数　  

収

  127団体 ・実施

奨

団体数　　　127団

励

体 ・総回収量　　3,

報

200,000㎏
・総

償

回収量　　3,276

事

,287㎏ ・総回収量

業

　　3,131,55

担

9㎏ ・総回収量　　2

当

,930,003㎏
・

課

交付額　　   22

環

,078千円 ・交付額

境

　　   21,06

推

7千円 ・交付額　　 

進

  19,691千円

課

 

　ごみの減量化と資

款

源の再利用の促進及び

項

市民の環境への意識向

目

上を図るため、資源回

担

収実施団体へ報償金を

当

交付し、一

成果
定の効

係

果を得ることができた

環

。

　適正な報償単価に

境

ついて常に検討する必

政

要がある。

課題

指標名

策

称（単位）
実績値 目標

係

値

２８年度 ２９年度 ３



境

ごみ減量化を図ること

政

ができた。

成果

　さら

策

なる普及啓発に向けて

係

、今後の周知啓発につ

4

いて検討が必要。現在

2

生ごみ処理機とコンポ

2

スト容器の2種類が補助

対象機器となっているが、処理機器の分類の仕方を再検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 補助金額計（千円） 1,105 707 995 1,625 1,625
指標

 
指標

 近隣各市でも同様の補助事業は実施している。補助金額（割合）についてはばらつきがあるが、刈谷市は
他市との 平均的な補助水準となっている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,105 707 995 1,625 合計 994,800 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 994,800 円

一般財源 1,105 707 995 1,625

職員人件費　② 1,172 1,163 1,157 1,161

総事業費（①＋②） 2,277 1,870 2,152 2,786

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

３

の減量化

目
　
　
　
的

　

０

生ごみ処理機器の購入

年

費を補助することに

主

度

た
る
内
容

　市内の販売

評

指定店で生ごみ処理機

価

、コンポ
より、生ごみ

）

処理機器の普及を促進

刈

し、市内 ストを購入し

谷

た市民に対して、補助

市

金を交付
の一般家庭か

事

ら排出される生ごみの

務

減量及び する。
市民の

事

減量意識の向上を図る

業

。 ○補助単価
　生ごみ

評

処理機　補助率1/2

価

、上限30千円
　コン

シ

ポスト　　補助率1/

ー

2、上限 5千円

位
置

ト

づ
け

関連計画 第2次刈

（

谷市環境基本計画、刈

様

谷市一般廃棄物処理基

式

本計画、刈谷市環境都

１

市アクションプラン

根

）

拠法令 刈谷市生ごみ処

会

理機器購入費補助金交

計

付要綱

対象者 市民 事業

名

期間 平成６年度 ～

実施

担

方法 ■直営　□委託　

当

□指定管理　■補助・

部

助成　□その他

産業環境部

一般会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

生

年度実績 ２９年度実績

ご

３０年度実績 ３１年度

み

計画

・補助対象機器（

処

基数） ・補助対象機器

理

（基数） ・補助対象機

機

器（基数） ・補助対象

器

機器（基数）
　　　生

購

ごみ処理機　40基 　

入

　　生ごみ処理機　2

費

3基 　　　生ごみ処理

補

機　35基 　　　生ご

助

み処理機　50基
　　

事

　コンポスト　　12

業

基 　　　コンポスト　

担

　20基 　　　コンポ

当

スト　　13基 　　　

課

コンポスト　　25基

環

・補助金額（計） ・補

境

助金額（計） ・補助金

推

額（計） ・補助金額（

進

計）
　　　　　　　 

課

1,105千円 　　　

款

　　　　 　707千

項

円 　　　　　　　 　

目

995千円 　　　　　

担

　　 1,625千円

当

　生ごみ処理機器購入

係

を促すことにより、機

環

器を購入した各家庭の



1

00
指標

 
他市との
比

7

較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 246 271 219 268 合計 218,920 円
報償費 11,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 66,764 円
負担金、補助及び

一般財源 246 271 219 268 交付金 141,156 円

職員人件費　② 2,345 1,551 1,157 1,161

総事業費（①＋②） 2,591 1,822 1,376 1,429

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 低炭素社会
施

平

策体系
施策の内容 環境

成

意識の高揚

目
　
　
　
的

３

　環境教育のひとつの

０

場として、市民の環境

年

主
た
る
内
容

　刈谷わん

度

さか祭り等の開催に合

評

わせて環境
に対する意

価

識高揚を図る。 フェア

）

を実施し、市民の環境

刈

に対する意識高
揚を図

谷

る。

位
置
づ
け

関連計画

市

第2次刈谷市環境基本

事

計画、刈谷市環境都市

務

アクションプラン

根拠

事

法令 地球温暖化対策の

業

推進に関する法律

対象

評

者 対象者を限定せず 事

価

業期間 ～

実施方法 ■直

シ

営　□委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２８年度実績

当

２９年度実績 ３０年度

部

実績 ３１年度計画

環境

産

ブース設営（内容） 環

業

境ブース設営（内容）

環

環境ブース設営（内容

境

） 環境ブース設営（予

部

定）
・エコポイントＰ

一

Ｒ ・エコポイントＰＲ

般

・エコポイントＰＲ ・

会

エコポイントＰＲ
・ア

計

クリルたわし作り ・ア

環

クリルたわし作り ・ア

境

クリルたわし作り ・ア

フ

クリルたわし作り
・環

ェ

境キャラクターの着ぐ

ア

る ・環境キャラクター

啓

の着ぐる ・環境キャラ

発

クターの着ぐる ・環境

事

キャラクターの着ぐる

業

　みによる啓発活動 　

担

みによる啓発活動 　み

当

による啓発活動 　みに

課

よる啓発活動

　アクリ

環

ルたわし作りを通した

境

水質浄化啓発、環境キ

推

ャラクターとのエコ宣

進

言活動を通し、主に子

課

どもを対象に楽しんで

款

成果
もらいながら、環

項

境意識の向上を図った

目

。

　より効果的な啓発

担

媒体がないか検討する

当

必要がある。

課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

環

標値

２８年度 ２９年度

境

３０年度 ３１年度 ３年

政

度

活動 実施回数（回）

策

1 1 1 1 1
指標
成果 参

係

加者数（人） 231

4

369 346 600 6



7

　120人 　140人

環

・かりや環境学習ガイ

境

ドブッ ・かりや環境学

保

習ガイドブッ ・かりや

全

環境学習ガイドブッ ・

係

かりや環境学習ガイドブッ
　クの作成 　クの作成 　クの作成 　クの作成

　地球温暖化対策としてのグリーンカーテンづくりや水の汚濁度合を把握するための市内河川における水生生物調査を通

成果
して、子供たちの環境意識の高揚を図ることができた。また、エコクッキング講座や施設見学会などの環境講座は親子で

参加することで、家族で省エネや地球温暖化について考えるきっかけづくりとし、かりや環境学習ガイドブックを作成す

ることで、市民の環境学習の機会の充実を図ることができた。

　市民が興味を持ち参加したくなるような内容の講座を引き続き検討・実施していく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 水生生物調査応募校数（校） 5 2 1 5 5
指標
成果 グリーンカーテン実施園・校数（園・校） 51 50 53 58 58
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,710 1,679 1,610 2,216 合計 1,609,873 円
報償費 32,000 円

財
　
源

特定財源 552 735 1,101 526 需用費 1,5

Ｄ

61,473 円
役務

　

費 1,000 円

一般

　

財源 1,158 944

　

509 1,690 使用

Ｏ

料及び賃借料 15,4

　

00 円

職員人件費　

　

② 7,815 5,81

∧

6 4,629 6,57

　

9

総事業費（①＋②）

　

9,525 7,495

実

6,239 8,795

　

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ３０年

施

度特定財源名称

３０年

　

度までの累積事業費 0

　

あいち森と緑づくり環

∨

境活動
・学習推進事業交付金

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市環境

基本施策 低炭

平

素社会
施策体系

施策の

成

内容 環境意識の高揚

目

３

　
　
　
的

　環境に対す

０

る意識の高揚を図るた

年

め、学校

主
た
る
内
容

　

度

小学校等におけるグリ

評

ーンカーテンづくり
等

価

における環境教育・学

）

習を促進し、グリー を

刈

推進するために資材を

谷

提供する。また水生
ン

市

カーテンづくり等の支

事

援を行うとともに、 生

務

物調査、エコクッキン

事

グ、生ごみ堆肥づく
環

業

境に関する講座等を開

評

催し、市民の環境問 り

価

などの各種環境教育講

シ

座を実施するととも
題

ー

への関心や意識を高め

ト

る。 に、かりや環境学

（

習ガイドブックを作成

様

し、
市民の環境学習の

式

機会の充実を図る。

位

１

置
づ
け

関連計画 第2次

）

刈谷市環境基本計画、

会

刈谷市環境都市アクシ

計

ョンプラン

根拠法令  

名

対象者 対象者を限定せ

担

ず 事業期間 平成１８年

当

度 ～

実施方法 ■直営　

部

□委託　□指定管理　

産

□補助・助成　□その

業

他

環境部

一般会計
環

Ｂ
　
事
　
業
　
実

境

　
績

２８年度実績 ２９

教

年度実績 ３０年度実績

育

３１年度計画

・グリー

実

ンカーテンづくり ・グ

践

リーンカーテンづくり

事

・グリーンカーテンづ

業

くり ・グリーンカーテ

担

ンづくり
　全幼稚園、

当

保育園 　幼稚園、保育

課

園 　全幼稚園、保育園

環

　全幼稚園、全保育園

境

　全小学校、中学校 　

推

全小学校、中学校 　小

進

学校、全中学校 　全小

課

学校、全中学校
・水生

款

生物調査 ・水生生物調

項

査 ・水生生物調査 ・水

目

生生物調査
　小学校5

担

校 265人 　小学校

当

2校 122人 　小学

係

校1校 97人 　小学

環

校5校 260人
・各

境

種環境講座（市民対象

政

） ・各種環境講座（市

策

民対象） ・各種環境講

係

座（市民対象） ・各種

4

環境講座（市民対象）

1

　146人 　122人



係

ネ行動の啓発やその効

4

果の見える化を行い、

1

取組の継続・発

成果
展

7

を図った。

　参加者の拡充を図るための、効果的な周知方法について検討が必要。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 グリーンカーテンコンテスト参加者数（人） 167 153 129 200 250
指標
成果 エコライフデー参加者数（人） 11,952 12,246 11,615 12,500 12,500
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 579 552 542 933 合計 541,855 円
報償費 37,000 円

財
　
源

特定財源 236 180 196 175 需用費 504,855 円

一般財源 343 372 346 758

職員人件費　② 2,345 2,714 2,700 1,935

総事業費（①＋②） 2,924 3,266 3,242 2,868

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 あいち森と緑づくり環境活動
・学習推進事業交付金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 低炭素社

平

会
施策体系

施策の内容

成

地球温暖化対策の推進

３

目
　
　
　
的

　家庭など

０

における地球温暖化防

年

止のための

主
た
る
内
容

度

　家庭でできる地球温

評

暖化対策として、省エ

価

取組支援や啓発を行う

）

。 ネ啓発機器（省エネ

刈

ナビ、ワットアワーメ

谷

ー
ター、エコドライブ

市

ナビ）の貸出しを行う

事

。
また、グリーンカー

務

テンコンテストでは参

事

加
者に資材を提供し、

業

優秀者を表彰するとと

評

も
に、市が定めるエコ

価

ライフデーに小学２年

シ

・
５年、中学２年にチ

ー

ェックシートを配布し

ト

、
ＣＯ２削減に対する

（

取組を推進した。

位
置

様

づ
け

関連計画 第2次刈

式

谷市環境基本計画、刈

１

谷市環境都市アクショ

）

ンプラン

根拠法令 地球

会

温暖化対策の推進に関

計

する法律

対象者 市民 事

名

業期間 平成２０年度 ～

担

実施方法 ■直営　□委

当

託　□指定管理　□補

部

助・助成　□その他

産業環境部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

地

２８年度実績 ２９年度

球

実績 ３０年度実績 ３１

温

年度計画

・グリーンカ

暖

ーテンコンテス ・グリ

化

ーンカーテンコンテス

対

・グリーンカーテンコ

策

ンテス ・グリーンカー

推

テンコンテス
　ト　　

進

　　　　　　 167

事

人 　ト　　　　　　　

業

　 153人 　ト　　

担

　　　　　　 129

当

人 　ト　　　　　　　

課

　  200人
・啓発

環

機器貸出　　　　 4

境

件 ・啓発機器貸出　　

推

　　 5件 ・啓発機器

進

貸出　　　　 2件 ・

課

啓発機器貸出　　　　

款

 10件
・エコライフ

項

デー  11,952

目

人 ・エコライフデー 

担

 12,246人 ・エ

当

コライフデー  11

係

,615人 ・エコライ

環

フデー   12,5

境

00人

　各事業の実施

政

により、個人や家庭で

策

取り組める身近な省エ



政

の普及を促進すること

策

で、市内における地球

係

温暖化対策を効果的に

4

進めることができた。

1

成果

　平成３０年９月

7

末の新規登録分まででＨＶ、ＮＧＶの補助が終了したため、補助件数は大幅に減少している。今後も、

国、県の動向を見ながら、対象車種等について検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 補助件数（件） 770 164 164
指標
活動
指標

　他市と比較して手厚い補助となっており、特に個人用ＥＶ、ＰＨＶに対する上限300千円の補助は、トッ
他市との プクラスである。（豊田市については、車両本体価格の5％で上限150千円）。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 60,643 46,900 合計 60,643,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 60,643,000 円

一般財源 0 0 60,643 46,900

職員人件費　② 0 0 3,858 1,548

総事業費（①＋②） 0 0 64,501 48,448

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市環境

基本施策 低炭

平

素社会
施策体系

施策の

成

内容 地球温暖化対策の

３

推進

目
　
　
　
的

　次世

０

代自動車の導入を促進

年

することにより

主
た
る

度

内
容

　次世代自動車を

評

購入する個人及び事業

価

者に
二酸化炭素排出量

）

の削減を図り、地球温

刈

暖化 対して、当該自動

谷

車本体の購入経費を補

市

助す
を防止する。 る。

事

○補助単価
[ＥＶ・Ｐ

務

ＨＶ]　　　　個人用

事

：上限300千円
　　

業

　　　　　　　　　事

評

業用：　　150千円

価

[ＦＣＶ]　　　　　

シ

　　個人用：上限50

ー

0千円
　　　　　　　

ト

　　　　事業用：上限

（

400千円
[超小型電

様

気自動車]　　車両本

式

体価格の10％
　　　

１

　　　　　　　　　　

）

 （上限70千円）

位

会

置
づ
け

関連計画 第2次

計

刈谷市環境基本計画、

名

刈谷市環境都市アクシ

担

ョンプラン

根拠法令 刈

当

谷市次世代自動車購入

部

費補助金交付要綱

対象

産

者 主たる内容参照 事業

業

期間 平成３０年度 ～

実

環

施方法 ■直営　□委託

境

　□指定管理　■補助

部

・助成　□その他

一般会計
次世代自動

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

車

８年度実績 ２９年度実

購

績 ３０年度実績 ３１年

入

度計画

　 　 ・補助件数

費

　　　　　　770件

補

・補助件数　　　　　

助

　164件
　 　 　（内

事

訳）　ＥＶ　　　 1

業

7件　（内訳）ＥＶ・

担

ＰＨＶ150件
　 　 　

当

　　　　　ＰＨＶ　　

課

 68件　　　　　Ｆ

環

ＣＶ　　　  9件
　

境

　 　　　　　　ＨＶ　

推

　　680件　　　　

進

　超小型　　　　5件

課

　　　―――――――

款

　　　―――――――

項

　　　　　　ＦＣＶ　

目

　  5件・補助金額

担

　　 　46,900

当

千円
　　　　　　超小

係

型　　　0件
・補助金

環

額　　 　60,64

境

3千円

　次世代自動車



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,115 4,092 4,942 4,633 合計 4,941,819 円
賃金 1,069,350 円

財
　
源

特定財源 4,115 4,092 4,942 4,633 報償費 2,000 円
旅費 1,700 円

一般財源 0 0 0 0 需用費 310,014 円
役務費 820,000 円

職員人件費　② 3,908 3,490 3,858 3,870 委託料 2,065,122 円
使用料及び賃借料 33,480 円

総事業費（①＋②） 8,023 7,582 8,800 8,503 備品購入費 540,000 円
負担金、補助及び

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称 交付金 100,153 円

３０年度までの累積事業費 0 犬登録手数料、犬鑑札再交付
手数料、狂犬病予防注射済票

２年度以降の事業費見込 0 交付手数料、狂犬病予防注射
済票再交付手数料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

（

施策 健康づくり
施策体

平

系
施策の内容 予防接種

成

と感染症対策

目
　
　
　

３

的

犬の登録及び年1回

０

の狂犬病予防注射の徹

年

底を

主
た
る
内
容

獣医師

度

団体等と協力して、犬

評

の登録及び狂犬
図るこ

価

とで狂犬病の発生を予

）

防し、公衆衛生 病予防

刈

注射義務を周知すると

谷

ともに、その機
の向上

市

及び公共の福祉の増進

事

を図る。 会を提供する

務

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令 狂犬病予防法

業

対象者 市民 事業期間 平

評

成１２年度 ～

実施方法

価

■直営　■委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

２８年度

担

実績 ２９年度実績 ３０

当

年度実績 ３１年度計画

部

・総登録頭数　　7,

産

759頭 ・総登録頭数

業

　　7,633頭 ・総

環

登録頭数　　7,37

境

7頭 犬の登録及び狂犬

部

病予防注射
　　（新規

一

登録　　515頭） 　

般

　（新規登録　　52

会

6頭） 　　（新規登録

計

　　456頭） 事務の

狂

実施
・注射頭数　　　

犬

6,921頭 ・注射頭

病

数　　　6,720頭

予

・注射頭数　　　6,

防

604頭

　狂犬病予防

事

注射未接種の飼い主に

業

対し再度案内状を送付

担

することにより接種率

当

も概ね高水準にあり、

課

国内での狂犬病の

成果

環

発生も抑制できている

境

。

　体調不良等の理由

推

以外で予防注射未接種

進

の飼い主への啓発。

課

課

題

指標名称（単位）
実

款

績値 目標値

２８年度 ２

項

９年度 ３０年度 ３１年

目

度 ３年度

成果 狂犬病予

担

防接種率（％） 89.

当

2 　88.0 89.5

係

　92.0 92.0
指

環

標
 

指標
　平成29年

境

度接種率
他市との 　碧

保

南市　83.2％、安

全

城市　87.3％、知

係

立市　82.1％、高

4

浜市　53.0％
比較

1

検証

5


